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NY マーケットレポート（2022 年 1 月 20 日） 
 

 
出所：SBILM 
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NY市場レポート （前日 22 時 00分～午前 6時 30分まで） 
 

米国の主要な経済指標の結果 

新規失業保険申請件数 28.6 万件（予想 22.0万件・前回 23.0万件⇒23.1万件） 

失業保険継続受給者数 163.5 万人（予想 1521.1万人・前回 155.9 万人⇒155.1 万人） 

米新規失業保険申請件数（1/15までの週）は、前週比+5.5万件となり、3週連続の増加で昨年 10/15までの

週以来の高水準となった。引き続き、オミクロン株の感染拡大に伴う人員削減が影響していることが示され

た。一方、失業保険継続受給者総数（1/8までの週）も、前週比+8.4 万人となり、2週ぶりに増加した。 

 

 

データを基に SBILMが作成 
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1 月フィラデルフィア連銀景況指数 23.2（予想 19.8・前回 15.4） 

1 月の米フィラデルフィア連銀製造業景況指数は、市場予想に反して上昇し、昨年 12 月以来の低水準となっ

た前月から上昇となった。雇用者数は低下したものの、注目された新規受注、出荷がともに前月から上昇し

たことが全体を押し上げた。 

 

データを基に SBILMが作成 
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12 月中古住宅販売件数 618 万件（予想 641万件・前回 646 万件⇒648万件） 

12 月中古住宅販売件数（前月比） -4.6％（予想 -0.8%・前回 1.9%⇒2.2%） 

12 月の米中古住宅販売件数は、市場予想を下回り、4 ヵ月ぶりの減少となった。住宅価格の上昇に加え、住

宅ローン金利が急上昇していることで、購入意欲が減退していることが影響したとの指摘もある。 

 

データを基に SBILMが作成 
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米主要株価指数は続落、ダウ平均は 5営業日続落 

米株式市場では、米企業の四半期決算が良好だったことを好感して米主要株価指数は序盤から堅調な動きと

なった。しかし、インフレ高進への警戒感に加え、FRB が利上げを前倒しするとの見方を背景に、米長期金

利が高止まりしていることが圧迫要因となり、主要株価指数は終盤にマイナス圏まで下落した。ダウ平均株

価は、序盤から堅調な動きとなり、一時前日比 461ドル高まで上昇した。ただ、終盤には下落に転じて 358

ドル安まで下落、313.26 ドル安（-0.89％）で終了し、5営業日続落となった。一方、ハイテク株中心のナス

ダックは、186.23ポイント安（-1.30％）で終了した。 
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ドルは主要通貨に対して底固い動き 

NY 市場では、序盤に発表された 1月のフィラデルフィア連銀景況指数が市場予想を上回ったものの、新規失

業保険申請件数が 3週連続の増加で昨年 10/15までの週以来の高水準となったことを受けて、ドルは主要通

貨に対して軟調な動きとなった。ドル/円は、一時 113.98まで下落し、4 営業日ぶりに 114円台割れとなっ

た。ただ、インフレ高進や FRBが利上げを前倒しするとの見方も根強く、米長期金利が高止まりしているこ

とから、ドルは再び 114円台を回復するなど底固い動きが続いた。一方、欧州通貨や資源国通貨は、対ドル

で軟調な動きが続いたことや、上昇していた米主要株価指数が下落に転じ、マイナス圏まで落ち込んだこと

から、対円でも軟調な動きとなった。 

 

出所：総合分析チャート 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


